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定こども園制度 1は，文部科学省と厚生労働省両省で幼保連携推進室をつくり，平成 18年 10
























































園，私立 56園に対し，2004年度では公立 172園，私立 132園と増加していく傾向にある。
2007年度までは施設の共用化について公立の方が多かったが，2008年度以降，公立が 234園，
私立 237園と逆転した。（図表 1参照）
共用化の施設の状況は，合築が 234施設（公立 142園，私立 92園），併設 42園（公立 27園，






































合築 142 92 234
併設 27 15 42
同一敷地内 65 130 195

























特区番号 内　　容 承認数 備考 全国展開日
806 三歳未満児の幼稚園入園の容認 38 内重複 4 2008/7/9
807 幼稚園における幼稚園児と保育園児の合同活動 37 内重複 32 2005/11/22
823 ・921 保育所と幼稚園の保育室の共用 7 ─ 2005/11/22
831 幼稚園の基準面積算定方法の弾力化 5 内重複 5 2005/11/22
913 保育所における私的契約児の弾力的な受け入れの容認 4 ─ 2007/7/4
914 保育所における幼稚園児と保育園児の合同活動 35 内重複 32 2005/11/22
916 保育事務の教育委員会への委任 12 内重複 11 2005/11/22



























































M町は，幼稚園 2園と保育所 2園を運営しており，昭和 34年に幼稚園M1，昭和 39年に幼
稚園M2，昭和 41年M3保育所，昭和 49年にM4保育所を開園している。4つの既存の施設は，























M町のこども園は，0～ 2歳と 3～ 5歳児の短時間児と長時間児がおり，3～ 5歳児につい
ては，短・長時間児を同じクラスで保育している。9時～ 14時までを短時間児，7時 30分～
19時までを長時間児と定めている。短時間児の預かり保育は 14時～ 16時 7，長時間児の早期
保育は 7時 30分～ 8時 30分，夕方保育は 16時 30分～ 19時としている 8。
まず，M町の認定こども園の運営について職員や保育士配置条件についてみることとする。
（1）職員について
M町の都道府県における認定こども園の認定の基準に関する条例等 9は，平成 18年 10月で
あった。職員配置や職員条件については，0歳児では 3：1，1・2歳児では 6：1，3歳児では
長時間児（保育所利用者）は 20：1，短時間児（幼稚園利用者）は 35：1，4・5歳児について
は，長時間児 30：1，短時間児は 35：1と短時間児では幼稚園の 1クラス 35名と同様となり，
M町の都道府県では国基準となっている 10。（図表 5参照）
次に既存していた旧幼稚園と旧保育所の施設については，幼稚園は幼稚園教諭として正規職
員が 7名，保育所は保育士が 8名，非正規職員 10名，計 25名であった。その後認定こども園

























園　長 1 ─ 1
副園長 1 ─ 1
事務長 1 ─ 1
保育士 9 11 20
保健師 ─ 1 1
栄養士 ─ 1 1
調理員 1 4 5





正規 正規 臨時 臨時
0歳児 4 ─ 4
1
1 1
11歳児 9 ─ 9 ─ 2






5 9 14 ─ 1
4歳児
12 6 18 ─ 1
111 8 19 1 ─






15 6 21 1 ─







額で 7億 9,016万 2千円であり，財源内訳は図表 8となる。M町の認定こども園については，
平成 16年度に行われた「三位一体の改革」13により，保育所施設整備における国及び県補助
金が廃止されたため，保育所に対する国と県の補助金は受けられなかった。保育所については，
施設整備事業債 14として 7,910万円，社会福祉士施設整備事業債 15として 1億 4,530万円が使
用されたのである。
幼稚園部分としては，安心・安全な学校づくり交付金事業として 4,724万 3千円が国庫補助
金となった。その他県費補助金は地域木材を使用する健康空間創造事業 16として 153万 2千



































0～ 2歳児と 3～ 5歳児の短時間児と長時間児で区分されている。（図表 10参照）
認定こども園の収入については，認定こども園は地域の子育て支援拠点事業を行っている
為，県補助が 370万円，安心子ども基金 45万 8千円，負担金としては長・短時間児保育料，
延長保育料，預かり保育料等が 2,816万円，使用料は入園料 17やバス使用料 47万 8千円，雑








































































県補助金 4,737 地域子育て支援拠点事業 3,700，
安心こども基金補助金 458，
3人子施策 579
負担金 28,160 長時間児保育料 20,644，短時間児保育料 6,316
時間延長保育料 13，預かり保育利用 134
一時保育料 33，保育料過年度分 75，保育所運営費 945






支出をみると臨時職員を含めた職員の人件費は，1億 794万 7千円，支出総額 1億 7,666万






































旧保育所については，保育所M3は園長 1名，保育士 2名，用務員 2名で運営されていた。2・
3歳児は一緒に保育されていたため，規定上保育士 2名の配置で行われていたのである。保育











































































旧幼稚園の運営費が 5,416万 5千円であるため，旧幼稚園の子ども 1人あたりの運営費は，
104万 2千円，旧保育所の運営費を合わせた 4施設の運営費の合計は，1億 1,742万円，子ど
も 1人当たりの運営費は 79万 8,776円となる。



































































































園を事例として」，日本保育学会，『保育学研究』，第 48巻第 2号，pp. 119−130．
手塚崇子，2010，「旧公立幼稚園と幼保一体化施設の財政比較―群馬県六合村「六合こども園」を事例と
して」，日本乳幼児教育学会，『乳幼児教育学研究』，第 19号，pp. 121−132．
文部科学省初等中等教育局幼児教育課，2011，『平成 22年度　幼児教育実態調査』．
村山祐，2008，『「子育て支援後進国」からの脱却～子育て環境格差と幼保一元化・子育て支援のゆくえ』，
新読書社．
M町，2008，「M町歳入・歳出決算報告書」
M町，2012，「M町歳入・歳出決算報告書」
幼保連携推進室，2006，『認定こども園の概要』．
